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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

次期がん対策推進基本計画に向けて小児がん拠点病院および連携病院の小児がん 

医療・支援の質を評価する新たな指標開発のための研究 

分担研究報告書 

 

「小児がん連携病院における診療連携の実態に関する研究」 

研究代表者 松本 公一 国立成育医療研究センター 小児がんセンター長 

 

A. 研究目的 

2018年に小児がん診療・支援のさらなる

ネットワーク化を目指して、2019年に小

児がん連携病院（以下連携病院）が全国に

140施設あまり選定された。連携病院指定

の目的は、地域の「質の高い医療及び支援

を提供するための一定程度の医療資源の集

約化」を図ることにあり、それぞれの類型

ごとに、小児がん拠点病院によって指定さ

れた。類型１は地域の小児がん診療を行う

連携病院であり、2020年 4月現在、110施

設が指定された。しかしながら、類型１の

小児がん連携病院と拠点病院間の具体的な

診療連携の実態は不明である。今回の研究

では、連携病院における診療連携の実態

を、連携病院 QIから明らかにし、その質

を向上させることを最終的な目的とする。 

 

研究要旨  

この研究の目的は、小児がん連携病院 Quality Indicator（QI）を用いて、類型１

の小児がん連携病院と拠点病院間の具体的な診療連携の実態を明らかにすることにあ

る。対象は全国の小児がん連携病院（類型１）105 施設で、2020 年 11 月に小児がん

連携病院 QI として収集したデータから、2019 年の小児がん患者の紹介状況、セカ

ンドオピニオンの実施状況について解析した。 

89施設（104施設中 85.6%）のべ 1467名が他施設へ紹介され、小児がん拠点病院

への紹介は 268名（18.3%）であった。九州沖縄ブロック（30.8%）,東海北陸ブロッ

ク(37.1%)で、拠点病院への紹介率が比較的高かった。96施設（103施設中 93.2%）

のべ 1883名が他施設からの紹介を受け、拠点病院からの紹介は 110名（5.8%）であ

った。セカンドオピニオンを受け入れた施設は 26施設（105施設中 24.8%）104名で

あった。逆に、セカンドオピニオンに出している施設数は 63施設（105施設中

60.0%）195名であった。セカンドオピニオンを活用していない連携病院は 35施設

で、全体の 1/3であり、北海道、東北、中四国ブロックでその割合は高かった。 

小児がん拠点病院と連携病院の連携に関して地域差が認められたが、地域特有の問

題や小児がん連携病院数が影響している可能性が示唆された。セカンドオピニオンに

関しては、地理的要因が反映されており、今後、オンラインセカンドオピニオンなど

の活用により、地域格差を埋めることが期待される。 
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B. 研究方法 

対象は全国の類型１小児がん連携病院

105 施設で、2020 年 11 月に小児がん連携

病院 QI として収集したデータから、2019

年の小児がん患者の紹介状況、セカンドオ

ピニオンの実施状況について解析した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、「小児がん連携病院を対象とし

た小児がん医療の質を表す指標（Quality 

Indicator:QI）の作成と小児がん連携病院に

おける適応に関する研究」として、国立成育

医療研究センター倫理委員会にて承認され

ている（課題番号 2020-265,2021 年１月４

日承認）。「 

 

C. 研究結果 

1)小児がん連携病院からの紹介 

89施設（104施設中 85.6%）のべ 1467名

が他施設へ紹介され、そのうち小児がん拠

点病院への紹介は 268 名（18.3%）であっ

た。九州沖縄ブロック（30.8%）,東海北陸

ブロック(37.1%)で、拠点病院への紹介率

が比較的高かった。 

 

 

 

 

2)小児がん連携病院への紹介 

96施設（103施設中 93.2%）のべ 1883名

が他施設からの紹介を受け、拠点病院から

の紹介は 110名（5.8%）であった。拠点病

院からの紹介は、北海道、東北、関東甲信

越ブロックでやや低い傾向にあった。 

 

 

 

 

3）セカンドオピニオンの利用 

セカンドオピニオンを受け入れた施設は

26施設（105施設中 24.8%）104名であっ

た。逆に、セカンドオピニオンに出してい
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る施設数は 63施設（105施設中 60.0%）

195名であった。セカンドオピニオンを活

用していない連携病院は 34施設で、全体

の 1/3であり、北海道、東北、中四国ブロ

ックでその割合は高かった。セカンドオピ

ニオンを行なっている患者数を、それぞれ

の地域ブロックの小児がん診療数あたりの

割合でみたところ、北海道ブロック以外

は、7.2%〜14.2%とほぼ変わらなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

D. 考察 

今回、小児がん連携病院と小児がん拠点

病院との診療連携の実態が初めて明らかに

なった。小児がん患者紹介に関しては、お

よそ 20%の患者が小児がん拠点病院に紹介

され、およそ６％の患者が小児がん拠点病

院から紹介されていた。しかしながら、北

海道や関東、近畿ブロックは拠点病院との

連携がやや希薄である可能性が示唆され

た。関東、近畿ブロックは小児がん連携病

院数が多く、拠点病院でなくとも十分な診

療が行われている可能性が示唆された。 

セカンドオピニオンに関しては、地理的

要因が反映されており、北海道ブロックで

は利用されていなかった。北海道ブロック

は診療患者数も少なく、単年での評価であ

ったため、結果には十分注意が必要であ

る。東北、九州・沖縄ブロックでは、小児

がん患者数からみた割合がやや低い傾向に

あった。九州・沖縄ブロックでは、セカン

ドオピニオンを利用している病院割合は他

ブロックよりも高いことから、その利用は

重症例に限られているのかもしれない。今

後、オンラインセカンドオピニオンなどの

活用により、地域格差を埋めることが期待

される。 

 

E. 結論 

小児がん拠点病院と連携病院の連携に関

しては、およそ 20%の患者が小児がん拠点

病院に紹介され、およそ６％の患者が小児

がん拠点病院から紹介されていた。地域差

が認められたが、小児がん連携病院数が影

響している可能性が示唆された。 

セカンドオピニオンに関しては、地理的

要因が反映されており、今後、オンライン
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セカンドオピニオンなどの活用により、地

域格差を埋めることが期待される。 
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